
ヒアリング記録      池松和哉 

 

ハワイ州保健局      2019.12.10 

 

1. 死亡に関する情報の収集と報告システム 

 

死因の情報 

 ・死亡証明書として報告される 

・全 50 州とアメリカ領から疾病管理予防センター(CDC)/全米健康統計

センター(NCHS)に報告 

 

疾病管理予防センター(CDC)/全米健康統計センター(NCHS) 

 ・国の保健統計と疫学を主導する。 

 ・合衆国と領土の死亡にかかる情報の収集、解析、報告 

 ・死因報告についての適時性と正確性の改善のための財政上の支援

(NCHS) 

 

電子的死亡登録システム(EDRS) 

 ・その歴史 

 ・賛否 

 ・将来 

  

これまでの死亡報告のワークフロー 

 医師からの紙の死亡証明書→医師の証明者による死因の記載→葬儀場

から紙の死亡証明書を保健省に送る→保険証では EDRS に手入力 

新しい死亡報告のワークフロー 

 EDRS 上で入力→→EDRS 上で保健省が承認、配列、許可、監察医に照会 

 

ハワイの EDRS の背景 

 ・2006 年 1 月から運用 

 ・安全なウエブサイトと 

 ・すべての葬儀社が利用 

 ・すべての監察医・コロナーが利用 

・ホノルル市・州の監察医は死亡に関する情報が Quincy システムから

電子的に EDRS に移行する 
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現状 

 ・60%は EDRS、40%は紙ベース（年配の医師に多い） 

EDRS のメリット 

 ・NCHS への死因報告についての適時性と正確性の改善 

・連邦政府への不正やムダの減少（社会保障局への） 

・州政府への不正やムダの減少（州政府職員退職制度、組合基金、福祉

給付） 

 

EDRS のデメリット 

 ・電子システムの構築と維持の経費 

  （導入コスト（50 万ドル）は連邦政府から支給、維持費も） 

・システム運用のためのトレーニング 

・年配医師の抵抗感 

・国難や人的災害に対しシステムが脆弱 

（電源喪失やコンピュータシステムが運用不可能な場合） 

 

死亡証明書の様式 

 ・全 50 州とアメリカ領で、2003 年版様式 

 

オンライン教育システム 

  

  

2. 死亡診断書と死体検案書 

区別はない。 

 米国とハワイでの区分の重要なポイントは 

「自然死（病死）」か「非自然死（自殺、他殺、事故、不詳）」 

 

3. 死亡診断書の記載内容の修正 

病院での記載の場合は 3 日以内。 

後日の検査で判明した場合の締め切りは、実質的にはない。 

 

4. 省庁間の統計の数字の差 

統計のデータは直接各省庁に反映され、差はない。 

 

5. 外因死に関する情報 

交通事故や自殺に関する正確で詳細な情報は連邦政府や地方機関に提
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供される。 

 ハワイでは 6か月で約 150 件の交通事故死を運輸局に報告。 

 犯罪関連の場合は、司法機関からも報告。 

 

6. 非自然死に関する情報 

法的に別対応（情報の収集・報告も別） 

CDC のプロジェクト(NVDRS) 
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米国標準死亡証明書 

 

1.死者の氏名(別名があれば)（名、ミドルネーム、姓）  2.性別 3.社会保障番号 

4a.年齢   4b.1 歳未満  月  日  4c.1 日未満  時間  分 

5.生年月日（月/日/年）  6.出生地（市と州または国名） 

7a.居住地-州  7b.居住地-郡  7c.市、町 

7d.町名と番地    7e.アパート番号   7f. 郵便番号 7g.市域内（はい いいえ） 

8.米軍在籍歴（あり なし） 

9.死亡時の結婚歴（既婚、既婚別居、死別、離婚、未婚、不詳） 

10.生存する配偶者名 （妻の場合、最初の結婚前の姓） 

11.父親の名前（名、ミドルネーム、姓）  

12. 母親の最初の結婚前の名前（名、ミドルネーム、姓） 

13a.通知者名 13b.親族関係 13c.郵便連絡先（町名と番地、市、州、郵便番号） 

14.死亡場所（1つ選択） 

死亡が病院の場合 

入院患者  救急処置室/外来患者  来院時死亡 

病院外での死亡の場合 

 ホスピス  老人ホーム/療養病床  自宅  その他（具体的に） 

15.施設の名称（公共施設でない場合、住所） 16. 市、州、郵便番号 17.死亡した

郡 

18.埋葬の方法 

土葬   火葬  献体  埋葬  州外に移送  その他（具体的に） 

19.埋葬場所（墓地、火葬場の名称、その他） 

20.埋葬地 （町名と番地、市、州） 21.葬祭施設の名称と住所 

22.葬祭業免許を受けた者またはその他の代理人の署名  23.免許番号 

 

1 から 23 までの項目は、葬祭業者が記載 
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項目 24-28 は、死亡宣告または死亡確認をした者が記入 

24.死亡宣告日（月/日/年） 25.死亡宣告の時間 

26.死亡宣告をした者の署名（あてはまる場合） 27.免許番号 28.署名日（月/日/年） 

29.死亡日または死亡推定日（月/日/年）（月は綴りで） 

30.死亡時刻または死亡推定時刻 

31.監察医またはコロナーとの接触（あり なし） 

死亡の原因（手引き、記入例参照） 

32. 第Ⅰ部 事象の連鎖を記入―病気、けがまたは合併症･･直接死を引き起こしたもの。 

心停止、呼吸停止、原因の示されない心室細動など終末状態は記入しない。 

略語は使わない。1行には一つの原因を記載。必要なら行を追加。 

直接死因（最終病名 または死に至った状態）  発症から死亡までの期間 

a.                                                 

  の結果（の結果として） 

b.                                                 

  の結果（の結果として） 

c.                                                 

  の結果（の結果として） 

d.                                                 

 

a の原因に至る状態を順次記載。遠因（死に至る結果をきたした病気またはけが）を最後

に。 

第Ⅱ部 死亡に関連する有意な状態、しかし第 1部に記載の遠因ではないものを記載。 

 

33.解剖の実施（あり なし） 

34.死因を示す解剖所見が得られたか（あり なし） 

35.喫煙が死因に関与したか（あり おそらくあり なし 不明） 

36.女性の場合 

 これまで妊娠歴なし。   死亡時妊娠中だった。   

妊娠中ではないが、死亡 42 日以内は妊娠していた。 

 妊娠中ではないが、死亡の 43 日〜1年前に妊娠していた。 

 過去の妊娠歴が不明。 

37.死亡の方法 

 病死  事故  自殺  他殺  調査中  不詳 

38.傷害発生の日（月/日/年）（月は綴りで）  39.傷害発生時刻 

40.傷害発生の場所（例； 自宅、建設現場、レストラン、森林） 

41.就業中の傷害 （はい いいえ） 
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42.傷害発生場所（州、市町、町名と番地、アパート番号、郵便番号） 

43.どのように傷害が発生したか 

44.交通事故の場合、明示 

 運転者/操作者  乗員  歩行者  その他（具体的に） 

45.確認者（1つ選択） 

 確認した医師 私の知る限り、死亡は記載した原因、手段による。 

 宣告、確認した医師 私の知る限り、死亡は記載した日時、場所での原因、手段によ

る。 

 監察医/コロナー 検査または調査の結果、死亡は記載した日時、場所での原因、手段

によるものと考える。 

確認者の署名                          

46.死亡の原因(項目 32)記載者の住所、氏名、郵便番号 

47.確認者の称号   48.免許番号   49.証明日（月/日/年） 

50.登記官記載用 記入日 

 

 

24 から 49 までの項目は、医師が記載 
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米国標準死亡証明書の項目に関する手引き（抄訳） 

（「医師ハンドブック」「監察医/コロナーハンドブック」の死亡登録のてびき 参照） 

 

死亡したとき 

項目 24-25、29-31 は完全に記載する。施設により、別の人物が死亡宣告した

場合や、その事例についてより詳しい人物がいる場合には、死亡宣告した者は

項目 24-28 を記載する。死亡確認者は項目 24-25、29-49 を記載し、項目 26-28

は空白のこともある。 

 

項目 24-25、29-31 死亡の日時 

月名は綴る。正確な日が不明な場合、大まかな日時を記載する。日時の特定が

困難な場合、死体が発見・確認された日時を（発見）と記載する。死亡宣告日

と死亡日は同じかもしれない。時刻は 24 時間表記で。推定時刻の場合は

「頃」と記載。 

 

項目 32 死亡の原因 

読みやすく記載する。高解像度のプリンター、黒インクリボンのタイプライタ

ーなど。黒インクで記載。略語は用いない。 

 

第Ⅰ部（直接死因につながる事象） 

・それぞれの行には、1つの原因を記載する。(a)は必ず記載し、空白にしな

い。必要な場合、行を追加する。(a)の状態の基礎となる状態に起因する場合

があれば、(b)に記載する。これらすべての連鎖を記載する。第 1部の最下段

にはいつも基礎となる状態が入る。 

・それぞれの原因には、推定される「発症から死亡までの期間」を記載する。

「不詳」や「約○○」も可能。一般用語として「○○分」「○時間」「○日」も

可能。空白にはしない。 

・終末状態（例：心停止、呼吸停止）は用いない。もし(a)欄に死亡のメカニ

ズムの記載が最も適切と考えられる場合には、その原因を下段に記載する。

（例：冠状動脈硬化症に起因する心停止、胸部への鈍的衝撃に起因する心停

止） 

・うっ血性心不全、肝不全、腎不全、呼吸不全などの臓器系の不全が、死亡の

原因に記載される場合は、常にその場合は下段に原因を記載する。（例：Ⅰ型

糖尿病による腎不全） 

・「新生物」を死因に記載する場合、1)原発巣または原発巣不明、2)良性また
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は悪性、3)具体的な組織型または組織型不明、4)腫瘍のグレード、5)部位また

は臓器の部位を記載に含める。（例：原発性高分化型扁平上皮癌、肺左上葉） 

・致死的損傷（例：胸部刺創）、致死的外傷（例：鎖骨下静脈切損）、致死的障

害（例：空気塞栓症）は常に記載する。 

 

第Ⅱ部（その他の有意な状態） 

・第Ⅰ部の事象の連鎖に記載せず、死亡の原因に関与しない疾病や状態をすべ

て記載する。記載例を参照。 

・2つ以上の連鎖が死亡に関与していると考えられる場合、または 2つの状態

が一緒に死亡に関与すると考えられる場合には、第Ⅰ部には最も関与すると考

えられる事項を記載者の判断で 1つを記載し、もう一つの状態または疾病は第

Ⅱ部に記載する。 

 

死因の変更 

・追加の医学情報や解剖所見が得られた場合に、当初の死因が変わることがあ

る。その場合、最初に提出した死亡証明書は確認した医師により修正され、州

の人口動態記録事務所で訂正される。 

 

項目 33-34 解剖 

・項目 33 は、全身または局所解剖が行われた場合、「あり」を選択する。行っ

ていなければ「なし」を選択する。 

・項目 34 は、解剖で死因を特定する所見が得られた場合、「あり」を選択す

る。なければ「なし」を選択する。解剖を行っていない場合は、空欄のままお

いておく。 

 

項目 35 喫煙が死因に関与したか 

・記載者の判断で、喫煙が死亡に関連したと判断した場合は「あり」を選択す

る。喫煙は多くの疾病に関与していると考えられ、例えば、喫煙は肺気腫、肺

がん、心疾患や頭頸部がんによる死亡に関連している。記載者が、喫煙が死亡

に関与していないと臨床的に判断した場合は「なし」を選択する。 

 

項目 36 女性の場合、死者が死亡時またはそれまでに妊娠していたか 

・この情報は、妊娠関連死亡かどうかを判断する上で重要である。 

 

項目 37 死因の種類 

・1)正確な死因の判断 2)保険請求の手続き 3)損傷と死亡の統計的検討、の点
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で重要。 

・死因の種類で、「事故」「自殺」または「他殺」の判断が、法定の死亡証明書

の作成期限内に決定できない場合、「調査中」とする。これは後に他のいずれ

かに変更すべきである。 

・「不詳」は、死因の種類が判断できない場合のみ用いる。 

 

項目 38-44 事故または損傷 損傷または中毒による死亡の場合はすべて記載

する 

・項目 38 傷害発生の正確な月日年を記載する。月は名前を綴る。月を数字で

記載しない。(注意：けがをした日は死亡した日と違うかもしれない)  

日時が推定の場合「○○頃」とする。 

・項目 39 最も推測される正確な傷害発生の時刻を記載する。24 時間表記で

記載。 

・項目 40 損傷が発生した一般的な場所の名前（レストラン、更地、家）。会

社名や団体名は書かない。（例：「工場」と記載はするが「（株）標準工業」都

は書かない） 

・項目 41 第Ⅰ部、第Ⅱ部で、他殺、自殺、事故など疾病以外が記載された場

合、記載する。すべての自動車事故を含む。この項目は 14 歳以上のすべての

死者について記載が必要で、14 歳未満でも契約で補償されている場合は記載す

る。傷害が就業中の場合は「はい」そうでない場合は「いいえ」。就業中の傷

害は、死者の通常の業務の課程かどうかを問わない。就業中の傷害の例と就業

中の傷害でない例は以下の通り： 

就業中の傷害 

仕事中の、または仕事を前提とした職業訓練中の傷害 

勤務時間内の休憩、食事、仕事を前提とした駐車場での傷害 

家での報酬のある仕事、補償のある仕事での傷害 

法執行のボランテイアの仕事での傷害 

仕事での出張中の傷害 

就業中の傷害でないもの 

仕事の上での個人的なレクレーション活動での傷害 

職務としてではない訪問時の傷害 

主婦の仕事 

学校の生徒 

利益を目的としない自己の仕事(庭の草刈り、屋根の修理、趣味) 
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死亡の原因―背景、例と一般的な問題 

・死亡の原因についての正確な情報は重要です。 

 

「死亡の原因」は 2つの部分からなります。第Ⅰ部は死に至る事象の連鎖を直

接死因（疾病、損傷または合併症で直接の死の原因になるもの）を記入し、そ

の下段にはそれに至る原因を最下段に記載する。（疾病または損傷で死に至っ

た連鎖を順次記載）。第Ⅱ部には有意な疾病、状態または損傷で、死亡に関連

するが第Ⅰ部に記載したものでないものすべてを記載します。 

死亡の原因は、あなたの最も考えられる医学的意見を記載すべきです。 

確実な診断がつかない場合は「（推定）」も記載できます。 

 

適切な記載がなされた例： 

死亡の原因 

32.第Ⅰ部  

直接死因（最終病名 または死に至った状態）  発症から死亡までの期間 

a.      心破裂                          数分     

    の結果（の結果として） 

b.      急性心筋梗塞                                   6 日間     

    の結果（の結果として） 

c.      冠状動脈血栓                                  5 年間     

    の結果（の結果として） 

d.      動脈硬化性冠動脈疾患                            7 年間     

 

第Ⅱ部 死亡に関連する有意な状態、しかし第 1部に記載の遠因ではないものを記載。 

 糖尿病、慢性閉塞性肺疾患、喫煙 

 

33.解剖の実施（あり なし） 

34.死因を示す解剖所見が得られたか（あり なし） 

35.喫煙が死因に関与したか（あり おそらくあり なし 不明） 

36.女性の場合 

 これまで妊娠歴なし。   死亡時妊娠中だった。   

妊娠中ではないが、死亡 42 日以内は妊娠していた。 

 妊娠中ではないが、死亡の 43 日〜1年前に妊娠していた。 

 過去の妊娠歴が不明。 

37.死亡の方法 

 病死  事故  自殺  他殺  調査中  不詳 
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死亡の原因 

32.第Ⅰ部  

直接死因（最終病名 または死に至った状態）  発症から死亡までの期間 

a.      誤嚥性肺炎                        2 日間    

    の結果（の結果として） 

b.      遷延性意識障害                                  7 週間    

    の結果（の結果として） 

c.      鈍的損傷                                      7 週間    

    の結果（の結果として） 

d.      自動車事故                                    7 週間    

 

第Ⅱ部 死亡に関連する有意な状態、しかし第 1部に記載の遠因ではないものを記載。 

  

33.解剖の実施（あり なし） 

34.死因を示す解剖所見が得られたか（あり なし） 

35.喫煙が死因に関与したか（あり おそらくあり なし 不明） 

36.女性の場合 

 これまで妊娠歴なし。   死亡時妊娠中だった。   

妊娠中ではないが、死亡 42 日以内は妊娠していた。 

 妊娠中ではないが、死亡の 43 日〜1年前に妊娠していた。 

 過去の妊娠歴が不明。 

37.死亡の方法 

 病死  事故  自殺  他殺  調査中  不詳 

38.傷害発生の日（月/日/年）（月は綴りで）  August 15, 2003 

39.傷害発生時刻  2320 頃 

40.傷害発生の場所 高速道路の近くの道路脇 

41.就業中の傷害 （はい いいえ） 

42.傷害発生場所（ミズーリ州、市町 アレクサンドリア近く、町名と番地、州道 46a 17 マイ

ル標識、 郵便番号） 

43.どのように傷害が発生したか  トラックの運転者、道路外の木に衝突 

44.交通事故の場合、明示 

 運転者/操作者  乗員  歩行者  その他（具体的に） 
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死亡証明書の一般的な問題 

高齢者の場合、死亡の原因の連鎖をできる限り明確にする。老齢、虚弱、老

齢、高齢などの診断名は、公衆衛生的、また医学的観点からの価値は少ない。

年齢は証明書の他の場所に記載されている。死亡に至るいくつもの状態がある

場合、医師は自分の判断で最も適切なものを 1つ選択すべきである。そして、

多の関連する事項は第Ⅱ部に記載する。もし、熟慮しても死に至る連鎖が判断

できない場合は、監察医またはコロナーに、その後の調査や死亡の原因を判断

するための手助けを相談すべきである。 

 

小児の死亡は、死亡の原因の連鎖をできる限り明確にする。「未熟性」はそ

の原因が説明できなければ、記載すべきではない。母体の状態が小児の死亡の

きっかけになったり、影響していることもある。小児の死亡証明書には小児の

死亡の原因に加え、母体の原因も記載すべきである。（例：未熟性による肺硝

子膜症、28 週での母体の腹部への外力による常位胎盤早期剥離） 

 

SIDS（乳幼児突然死症候群）が疑われる場合、監察医やコロナーによる完全

な調査を実施すべきである。小児が 1歳未満で、状況調査や臨床経過のレビュ

ー、解剖が実施された後で、死因となりうる所見がない場合、死因を SIDS と

できる。 

 

以下のような経過をたどった場合、原因について追加の情報を報告すべきであ

る。 

膿瘍、腹腔内出血、癒着、成人呼吸窮迫症候群、急性心筋梗塞、精神状態の変

化、貧血、食欲不振、癌腫、心停止、不整脈、心筋症、心肺停止、蜂窩織炎、

脳浮腫、脳血管障害、脳ヘルニア、播種性血管内凝固症候群、不整脈、末期の

肝疾患、末期の腎疾患、硬膜外血腫、失血、高度虚弱、骨折、低ナトリウム血

症、低血圧、免疫抑制、頭蓋内圧亢進、頭蓋内出血、栄養失調、代謝性脳症、

多臓器不全、他系統臓器不全、呼吸停止、肺水腫、肺塞栓症、呼吸不全、腎不

全、けいれん、敗血症、敗血症性ショック、 
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ヒアリング記録      池松和哉 

 

オーストリア       2019.12 

 

1. 死亡に関する情報の収集と報告システム 

 オーストリアでは、死亡証明書の電子申請は行っていない。 

死亡に関する情報は、家族・葬儀社から地方保健行政機関、地方政府を経由

して、その後 Statistic Austria（統計庁）に送られ死因統計の処理が行わ

れる。 

 記載事項の修正が生じた場合の訂正に関しては、期限はなく、1〜2年後で

も可能。また、電子メールでも可能とのこと。 

 

2. 死亡診断書と死体検案書 

特に区別はない。それによる問題もない。 

 

3. 省庁間の統計の数字の差 

統計に関しては、統計庁が統計を算出するために差はない。 

 

4. 外因死に関する情報 

病院、⾏政解剖で死亡診断書の⾊が違う。 
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ヒアリング記録      木下博之 

 

アルバニア （ティラナ⼤学法医学研究所）    
2019.12.12 

1. 死亡に関する情報の収集と報告システム 

 死亡証明書は手書きで、申請の電子化はない。 

死亡に関する情報は、家族から地方行政機関を経由して、死因統計の処理が

行われる。 

 記載事項の修正が生じた場合の訂正に関しては、期限は年末とのこと。 

 

2. 死亡診断書と死体検案書 

「死亡証明書」で、特に区別はない。それによる問題もない。 

 

3. 省庁間の統計の数字の差 

国⽴統計研究所が⾏い、省庁間での差はない。 

 

4. 外因死に関する情報 

病死は家庭医が、外因死については法医学研究所の医師が⾏う。外因死について
は、法医学研究所（法務省管轄）でも統計を作成。 
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死亡ファイル D-4  (アルバニアで使用している書式) 

死亡証明書 

 

死者の氏名                     

死亡した日  日   月   年 

生年月日  日   月   年 

 

第Ⅰ部  医学的証明 

A- 医療データ 

Ⅰ．死亡場所    Ⅱ．医療処置 

 自宅      あり 

 医療機関     なし 

 その他（具体的に）      

 

Ⅲ．死亡の原因 

 

a-病死（ない場合、bにスキップ）   b-暴力 

1. 原死因     4. 原因 

（死亡を引き起こした病的状態）    事故 仕事での事故 

疾病コード         自殺  殺人 

2. 中間的な死因または合併症 

（死亡を引き起こす病的状態の  5. 死亡の原因となった乗り物・手段 

発症を引き起こした疾患）  疾病コード (E800-E999) 

                                  

疾病コード   

3. 直接死因    6. けがの結果として引き起こされる 

（直接死を引き起こした病態）    病気や合併症 

疾病コード                      

疾病コード (E800-E999) 

        

      7.事故や殺人など 

         時間  日 

        月  年 

 

      8. 事故や殺人などの場所 

        道路         

       その他の場所      

医師または保健所名 

日付     医師または医師助手の署名 
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第Ⅱ部 

A- 市民の条件の事務的データ 

1. 社会集団    4.自治会 

2. 市区町村    5.行為の記録 

3. 町・村    6.死の行為 

 

B- 死の一般データ 

1. 性別     6.家族の状況 

男性     独身 

 女性     既婚 

      離婚 

2. 年齢      死別 

  

3. 死亡した地域 

アルバニア領内   7.教育レベル 

アルバニア領外    小学校（1-4 年） 

      中学校（5-8 年） 

4. 住居      高校（9-12 年） 

社会集団    大学（13-16 年） 

市区町村 

町・村    8.保険 

ご近所     収入なし 

      国から 

5. 国籍       ピヴァットセクターから 

アルバニア    両方のセクターから 

ギリシャ    別の（具体的に） 

マケドニア 

モンテネグロ 

セルビア 

その他（具体的に） 

 

 

 ノート：答えに対応する正方形を Xでマーク。 

 

      市民局役員 

 日付 
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